
平成22年度（第12期）決算について

平成23年5月13日

東日本電信電話株式会社



１．損益及び設備投資の状況

(単位：億円)

項 目
前 期

（H21年度）
当 期

（H22年度）
増 減 額

営 業 収 益 19,286 19,571 + 284

営 業 費 用 18,810 18,799 ▲

 

10

営 業 利 益 476 771 + 295

経 常 利 益 717 960 + 243

特 別 損 益 98 ▲191 ▲

 

290

当 期 純 利 益 505 523 +17

設 備 投 資 額 4,548 4,065 ▲

 

482

営業収益は、音声＋ＩＰ関連収入が初めて対前年増となったこと、国・自治体が推進する光ブロードバンド

 整備に伴う受託収入の大幅増があったこと等により、対前年＋２８４億円となり、東日本会社発足以来、

 初の増収。営業費用は、対前年▲１０億円となり、営業利益は対前年＋２９５億円の７７１億円。

東日本大震災からの応急復旧や被災設備の撤去等の費用として１９１億円の特別損失を計上。

 当期純利益は、対前年＋１７億円の５２３億円。

設備投資は、ＮＧＮエリア拡大の収束、投資効率化の推進に加え、震災により光開通工程が減少した

 こと等の影響もあり、対前年▲４８２億円の４，０６５億円。
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２．Ｈ２２年度の震災影響額

■被災設備の除却損
津波等により被災した機械設備（所内装置・電力装置等）、線路設

 
備（ケーブル・電柱等）、土木設備（管路・マンホール等）、建物の

 
除却損及び撤去費用

82億円

■被災設備の撤去費用 8億円

■応急復旧・原状復旧
電柱建替え、ケーブル張替え・たわみ調整等の応急復旧に係る費用、

 
建物等の原状復旧に係る費用 52億円

■人的・物的支援の経費
支援物資、運搬、応援部隊の派遣、建物点検・復旧検討、

 
災害見舞金、物品の滅失損、等の費用 47億円

Ｈ22年度

 

特別損失 191億円

■被災されたお客様の基本料金無料化 22億円

影響額合計 213億円

被災設備の除却・撤去、応急復旧、人的・物的支援等に係る費用として、１９１億円を特別損失に計上。

 被災されたお客様の基本料金無料化の影響２２億円を加え、Ｈ２２年度決算への震災影響は２１３億円。
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（※）ＩＰ関連収入には、リモートサポート及びウイルスクリア収入を含む。

その他
（専用・受託等）

4,754

H22

IP関連
7,394
〔37.8%〕

音声
7,422
〔37.9%〕

19,571

+849

▲738

＋284

音声＋IP関連

＋110
音声＋IP関連

14,817

営業収益

＋174

３．営業収益と営業利益の推移

これまで、音声収入の減少をＩＰ関連収入の増で補うためのＩＰへの事業構造の転換を推進、この結果、Ｈ２２

 年度において初めて音声＋ＩＰ関連収入が増収に転換。

その他収入については、専用、電報・電話帳といったレガシー系収入の減少に伴い、減収が続いて来たが、

 Ｈ２２年度は、国・自治体が推進する光ブロードバンド整備に伴う受託収入の増により対前年増収。

4,579

6,545
〔33.9%〕

8,161
〔42.3%〕

19,286

14,706

H21

+875

▲950

▲243

▲75

▲1684,747

5,669
〔29.0%〕

9,112
〔46.7%〕

19,529

14,782

H20

+1,039

▲1,207

▲497

▲167

▲3305,078

4,629
〔23.1%〕

10,319
〔51.5%〕

20,027

14,949

H19

+1,035

▲1,270

▲586

▲235

▲350

その他
（専用・受託等）

5,428

IP関連
3,594
〔17.4%〕

音声
11,590
〔56.2%〕

20,613

音声＋IP関連

15,185

H18 （単位：億円）

営業利益

599 449 366 476 771▲149 ▲82 ＋109 ＋295
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（単位：億円）

18,810

人件費1,177

経費
12,426

その他

（減価償却費等）

5,195

18,799

＋58

▲10
営業費用

▲97

＋28

４．営業費用

Ｈ２２年度の営業費用は、受託収入増に伴う経費の増がある一方、年金資産の数理計算差異に伴う

 人件費の減や業務効率化等により、対前年▲１０億円の１８，７９９億円。

人件費1,274

経費
12,368

その他

（減価償却費等）

5,167

受託等経費除き
▲243

H22H21
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５－１．次期業績予想（収支）

項 目
次期業績予想

H23年度 対前年増減額 3/1発表の計画

からの修正額

営 業 収 益 19,000 ▲

 
571 ▲

 
100

音声+ＩＰ関連収入 14,750 ▲

 

67 ▲

 

70

音声収入 6,500 ▲

 

922 ±

 

0

ＩＰ関連収入 8,250 + 855 ▲

 

70

その他（専用・受託等） 4,250 ▲

 

504 ▲

 

30

営 業 費 用 18,300 ▲

 
499 ±

 
0

人 件 費 1,140 ▲

 

37 + 20

経 費 12,050 ▲

 

376 ▲

 

20

減価償却費等 5,110 ▲

 

85 ±

 

0

営 業 利 益 700 ▲

 
71 ▲

 
100

経 常 利 益 850 ▲

 
110 ▲

 
100

当 期 純 利 益 440 ▲

 
83 ‐

営業収益は、受託収入の減及び東日本大震災の影響等により対前年▲５７１億円の１９，０００億円。

 営業費用は、受託収入減に伴う経費の減等により対前年▲４９９億円の１８，３００億円。

営業利益は、震災前想定の８００億円から▲１００億円修正し、７００億円（対前年▲７１億円）。
(単位：億円)

（※2）

（※1）震災による直接的影響（被災されたお客様の基本料金無料化等）とH22年度末に新たに発生した年金数理差異影響を考慮。

（※2）H23年度業績予想には特別損失120億円を見込む。

（※1）
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震災影響

4,065

５－２．次期業績予想（設備投資）

Ｈ２３年度の設備投資は、震災前想定の４，１００億円に、震災により被災したエリアの本格復旧に係る

 設備投資のうち、通信ビルの空調設備の新設・電力設備の本格対処、中継伝送路の迂回ルート新設等

 の２００億円を織り込み、４，３００億円。

この他、被災地の復旧テンポに合わせたケーブル敷設等、需要に応じて必要となる本格復旧投資に

 ついては、既存工程を見直すこと等により対処。

200

（単位：億円）

4,300

H23年度業績予想

本格復旧等
（200+α）

4,100
（震災前想定）

H22年度
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（震災による繰延
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６．主要サービスの契約数とＡＲＰＵの推移

Ｈ２２年度のフレッツ光純増数は、震災前（本年３月１日）に１０５万と見込んでいたが、３月の純増数が対前年

 ▲８０％の減（９．２万→１．７万）となったことにより、９８万にとどまった。年度末契約数は８５１万。

 リモートサポートサービス等の付加サービスの拡大により、フレッツ光ＡＲＰＵは＋１４０円の５，８８０円。

主要サービス H21年度実績 H22年度実績 H23年度計画

単位 純増数 契約数 純増数 契約数 純増数 契約数

フレッツ光 万契約 +124 753 +98 851 +125 976

付
加
サ
ー
ビ
ス

ひかり電話 万ch +117 542 +103 645 +125 770

リモートサポートサービス 万契約 +79 156 +65 221 +80 301

フレッツ・テレビ 万契約 +17 24 +24 48 +22 70

ビジネスイーサ

 

ワイド 千契約 +6 8 +11 19 +11 30

フレッツ光ARPU
円

5,740 5,880 5,960

（再）付加サービス 1,450 1,570 1,680

（※）Ｈ23年度の数値については、右の既公表値より変更しています。フレッツ光ARPU：5,980円

 

付加サービスARPU：1,690円

Ｈ２３年度のフレッツ光純増数は、新たに「フレッツ

 

光ライト」

 のサービス開始により、インターネット未利用・低利用のお客様

 のご利用を喚起し、震災前の想定と同の１２５万を目指す。
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Ｈ23年6月1日（水）
（関東・甲信越・北海道）

Ｈ23年6月1日（水）
（関東・甲信越・北海道）

（福島・青森・山形・秋田） H23年7月1日（金）

（宮城・岩手） H23年8月1日（月）

サービス提供開始日



（参考）フレッツ
 

光ライトについて

►二段階定額の光アクセスサービス

►最大１００Ｍｂｐｓの高速通信

►低廉な月額基本料

►各種付加サービスも利用可能

もっと便利に
もっと豊かに

安心・安全を
手厚くサポート

お客様の生活に
役立つサービス

使いすぎてしまっても安心

 
5,800円

通信量/月200MB 1GB 1.2GB

2,800円

5,800円

月額

 
利用料

5,200円

※料金は税抜表記、ＩＳＰ料金等は含みません

※フレッツ

 

光ネクストは、ファミリータイプの料金

ご利用が少ない月は
2,800円

ご利用した分だけ

30円/10MB

料金体系料金体系 サービススペックサービススペック

8



５０，０００ヶ所５０，０００ヶ所
（Ｈ２４年度末）（Ｈ２４年度末）

大手カフェ大手カフェ

駅・鉄道駅・鉄道

飲食
チェーン店等

商店街・コミュニティ

フレッツ・スポットエリアの拡大フレッツ・スポットエリアの拡大外出先
外出先
外出先

►

 

コンビニエンスストア等の集客効果を高めたい事業者や公共施設

 
等に対し、フレッツ光回線を活用し品質の高いＷｉ-Ｆｉ環境の構築

 
を推進

►

 

事業者は、フレッツ・スポットに加え、コンテンツ（クーポン等）の

 
提供が可能

新型「光ポータブル」
（Ｈ２３.２Ｑ提供予定）

+

外出時は、

 

「光ポータブル」

 

を持出し

►

 

新型「光ポータブル」は、Ｗｉ-Ｆｉ機能付クレードルを

 
標準装備。本体持出し時も、Ｗｉ-Ｆｉ環境を利用可能

►

 

高速無線規格「IEEE 802.11n」に対応

宅内環境の充実宅内環境の充実宅内宅内宅内
情報ステーション化災害時

災害時
災害時

空港空港

７．Ｗｉ-Ｆｉサービスの拡充によるシームレスなブロードバンド環境の提供

公共施設公共施設
・学校・学校

コンテンツ配信
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５，０００ヶ所
（Ｈ２２年度末）

►

 

災害時にはインターネット接続が

 
可能な「情報ステーション」として

 
Ｗｉ-Ｆｉ環境を開放

災害情報災害情報

安否確認安否確認

交通情報交通情報

避難指示避難指示
ラジオ放送ラジオ放送

スマートフォン

タブレット

特
設
公
衆
電
話

コンビニエンス
ストア

光ポータブル本体に加え、クレードルにＷｉ-Ｆｉ機能を搭載した新型「光ポータブル」をＨ２３.２Ｑに提供予定。

 これにより、光ポータブル本体を持出した時でも、宅内で無線ＬＡＮの利用が可能。

日常の生活動線をカバーするＷｉ-Ｆｉ環境の構築に向け、光回線を設置したコンビニエンスストア等の事業者と

 コラボレーションする新たなスキームにより、アクセスポイント５０，０００ヶ所への拡大を目指す（Ｈ２４年度末予定）。

災害時は、情報ステーションとして活用することを可能とする。

•

 

安否情報等の登録・確認を利用可能

 
とする新たなサービスの提供を検討

►

 

特設公衆電話用の電話機を事前配

 
備し、災害時に活用することを検討

5/13
Friday



８．エネルギーの見える化と家庭内のＩＣＴ化推進

今夏の電力不足に対する節電意識が高まる中、電力会社の供給電力や、「分電盤計測器」「電源タップ」から

収集する家庭内の消費電力状況をサーバに蓄積し、光iフレーム等により見える化。

Ｈ２３．７月より、２，０００世帯のユーザに先行提供を開始。

今後、ホームゲートウェイを活用し、太陽光発電も含めたエネルギーの見える化、家電のコントロール等、更なる

家庭内のＩＣＴ化を目指す。

エネルギーの見える化

計測情報の収集

家庭全体の

 

消費電力計測

電力供給電力供給

 

家庭内消費電力家庭内消費電力

の蓄積・集計等の蓄積・集計等

エアコン･冷蔵庫等

 

の消費電力計測

無線受信機

分電盤計測器

電源タップ

 

（家電毎に設置）

《光iフレーム表示イメージ》
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電力会社

電力供給状況

家庭内消費電力状況家庭内消費電力状況

 
のアップロードのアップロード

電力供給状況･電力供給状況･

 

家庭内消費電力家庭内消費電力
状況の配信状況の配信

1 2

3

家庭内のＩＣＴ化イメージ

１℃

 

ＵＰ

家電のコントロール

家庭内の消費電力状況に加え、

 
太陽光発電による発電量等の情報を表示

予め設定した目標に基づき、家庭内の

 
エネルギーコントロールを自動で実現

太陽光パネル

ホーム
ゲートウェイ
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更なるエネルギーの見える化

エアコンの設定温度を

１℃
上げます

目標消費電力を上回っています

エアコンの設定温度を１℃
上げます

目標消費電力を上回っています

サーバ

※画面は開発中のイメージです。



 

家庭内で使用している消費電力量

 
を時系列で表示

 
※詳細画面では家電単位、月・日・時間

 
単位にも把握可能



 

電力会社から配信される電力供

 
給状況を表示



 

節電を呼びかけるﾒｯｾｰｼﾞを表示

 
ｅｘ.「エアコンの設定温度を上げましょう」等

1

2

3



本資料及び本説明会における説明に含まれる予想数値及び将来の見通しに

 関する記述・言明は、現在当社の経営陣が入手している情報に基づいて行っ

 た判断・評価・事実認識・方針の策定等に基づいてなされ、もしくは算定さ

 れています。

また、過去に確定し正確に認識された事実以外に、将来の予想及びその記

 述を行うために不可欠となる一定の前提（仮定）を用いてなされ、もしくは

 算定したものです。

将来の予測及び将来の見通しに関する記述・言明に本質的に内在する不確

 定性・不確実性及び今後の事業運営や内外の経済、証券市場その他の状況変

 化等による変動可能性に照らし、現実の業績の数値、結果、パフォーマンス

 及び成果は、本資料及び本説明会における説明に含まれる予想数値及び将来

 の見通しに関する記述・言明と異なる可能性があります。
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